


















































日本語版　Social Phobia and AnxietyInventoryfor
Children（SPAI－C；石川ら、2005）を実施した。項目反
応理論を用いた分析の結果、本邦の子どもにおいては、身
体症状の項目が独立した因子に負荷し、中でも心拍の先進
が最も頻繁に観測されることが示された。また、中学生で
は小学生よりも不安の生じる場面とそうでない場面との弁
別が明確であり、認知発達に応じて不安が漸増していく群
と、減弱していく群の二極化が進むことが示唆された。全
体的な社会不安のレベルは小学生よりも中学生で強かった。
以上のことから、介入にはリラクセーション法などの身体
症状に働きかける技法を含める必要があること、また小学
生よりも中学生を対象とした方が、高い効果が期待できる
ことが示唆された。
研究2：シナリオ呈示課題を用いた検討
社会不安の高い子どもに見られる認知的・行動的な特徴
を検討するため、実際の社会不安場面に関するシナリオを
呈示し、当該場面における考え、主観的生起確率、脅威度、
対処可能性および実際の対処行動について尋ねた。先の調
査で対象とした首都圏近郊の公立学校に通う小学5年生
592名（男子305名、女子287名）および中学2年生467
名（男子230名、女子236名、無記入1名）に協力を依頼
し、社会不安の高い子どもと低い子どもの回答を比較した。
その結果、社会不安の高い子どもは社会的場面において、
（丑ネガティブな出来事の生起確率を高く見積もること、②
場面の脅威度を高く捉えること、（診自らの対処能力を低く
評価すること、④ネガティブな考えを多く持つこと、⑤回
避的な対処を取りやすいことが示された。このことから、
児童青年期においても大人のSADに見られるようなネガ
ティブな認知が存在し、認知的な介入が奏功する可能性が
高いこと、さらには回避的な対処方略を取らずに済むよう
な社会的スキルを教授する必要があることが考えられた。
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研究3：社会不安に対する早期介入・予防プログラムの
実施
首都圏近郊の公立A中学校の中学1年生1学級30名（男
子15名、女子15名）、2年生1学級33名（男子18名、
女子15名）を対象に、計3時限（各45－50分）の認知行
動プログラムを実施した。プログラムは①リラクセーショ
ン法、②社会的スキル訓練、③認知的再体制化、の3要素
で構成し、臨床心理学を専攻する大学院生4名によって進
行した。学級全体のプログラム実施前後のSnu・C得点を
比較したところ、社会不安が有意に減少していた
（水62）＝2．10，p＜．05）。また、研究2で用いたシナリオ呈示
課題における主観的生起確率および脅威度についても有意
な変化が見られた（生起確率：〆61）＝3．85，p＜．001、脅威度：
水61）＝2．15，〆．05）。
プログラム実施前の社会不安がβ＝1．00　を超えていた
高特性者においても、プログラム後のSPAI・C得点は有意
に低下していた（由4）＝2・40，〆・鱒）。シナリオ呈示課題に
ついては、考え（ズ2［2］＝17・63、p＜・用1）と脅威度
（〆13）＝2．48，〆．05）で有意な変化が見られた。以上のこ
とから、本研究で用いた早期介入・予防プログラムは社会
不安の低減に有効であることが示唆された。
研究4：社会不安に対する早期介入・予防プログラムの
長期的効果の検討
先に作成した社会不安に対する早期介入・予防プログラ
ムの長期的効果を検討するため、研究3で対象とした首都
圏近郊の公立A中学校（介入群）の中学1年生1学級30
名（男子15名、女子15名）、中学2年生1学級33名（男
子18名、女子15名）、および同市内の公立B中学校（統
制群）の中学1年生1学級35名（男子16名、女子19名）、
中学2年生1学級32名（男子16名、女子16名）を対象
に、1年間の追跡調査を行った。第1回目のプログラム実
施前、プログラム終了3カ月後、6カ月後、1年後にアセ
スメ．ン＿トを行った。＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿
両群の変化を分散分析によって比較したところ、学級全
体では時期の主効果のみ有意であり（属3，107）＝7．02，
p＜．001）、群と時期の交互作用は認められなかった（劇3，
107）＝．51，鳳の。しかし、測定開始時にSR姐－C得点がβ
＝1．00を超えていた高特性者においては、群と時期の交互
作用が有意傾向を示し（属3，21）＝2．83，p＝．06）、介入群の
1年後のSPu－C得点が統制群よりも有意に低いことが確
認された。その際、介入群のSPAI－C得点は、研究1にお
ける中学生データの平均値を下回る水準にまで低下してい
た。このことから、本研究で実施した早期介入・予防プロ
グラムは、高特性者において効果を発揮した可能性が示さ
れた。
研究5：プログラムの適用と維持に関わる要因の検討
本研究で作成した社会不安に対する早期介入・予防プロ
グラムの学校現場における適用・維持可能性を検討するた
め、首都圏近郊の公立中学校に勤務する教員15名（男性
4名、女性11名）を対象に質問紙調査を行った。対象者
には社会不安に関する説明文を呈示し、そうした問題を持
つ子どもとの接触機会の有無、対処の因難度と対処方法、
早期介入・予防プログラムに対する興味、プログラムを実
施する上で障害となりうることなど、合計8つの質問項目
に対する回答を求めた。その結果、8割の教員が社会不安
の高い児童生徒と日常的に接しており、効果的なプログラ
ムが提供されれば使用してみたいと考えていることが示さ
れた。また、プログラムを実施する上での最大の障害は授
業時間が確保できないことであったが、1年間に129分（1
授業を45分とすると約2．87回）程度の時間ならば実施可
能であることが明らかにされた。このことから、本研究で
開発したプログラムは学校環境の中で適用・維持可能なも
のであることが示された。
【総合考察】
本研究の臨床的意義としては、大きく①アセスメント法
としての活用、（診社会不安に対する介入方法としての活用、
（診心理臨床家と教員の連携のための基礎的な資料としての
活用、’の3点が考えられる。研究1・2で示された本邦の
児童生徒の社会不安に関するデータは、社会不安の高い子
どもの特定や、そうした子どもに特徴的な認知や行動のパ
ターンの測定を行う際に有用である。また、研究3・4で
開発された社会不安に対する早期介入・予防プログラムは、
欧米で開発されたものと比べて回数が少なく、1クラスが
30人以上の学級においても実施可能であることから、日本
の学校現場における社会不安の一次予防プログラムとして
の有効性が期待される。そして、研究5における教員調査
の結果は、心理臨床家と教員が連携して児童生徒のメンタ
ルヘルスの問題に取り組む際に、共通理解を図るための基
礎的な資料として位置づけることができる。
今後は、本プログラムで提供されるような普遍的介入によ
って、児童生徒のメンタルヘルスの底上げを図るとともに、
学級内での般化のための声かけなど、介入効果の維持のた
めの環境づくりを進めることが重要である。さらに、より
多くの支援を必要とする子どもに対しては、従来より教員
の行っている親や友だちなどの環境に対する働きかけに加
えて、個別相談や小グループにおける選択的介入を検討す
ることが考えられる。このような多層構造による介入を導
入することで、援助を必要とするすべての子どもに対して、
必要な内容の支援を必要な量だけ行き渡らせることができ
るものと思われる。
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